
業務棚卸評価シート 1/9

23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

1 総
学校建設公社に
係る事務

学校建設公社運営事務
公社職

員

定
型
定
例

学校建設公
社の資産管
理

資産の管理 資産の管理 55,000
資産の管

理

適切の事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 完 低 低 低 終了 なし

1
学校建設公社に
係る事務

公社の事業資
金貸し付け

貸付額
55,000
千円

55,000
千円

55,000

1
学校建設公社に
係る事務

公社理事会の
開催

公社理事会の
開催回数

３回 ５回
公社理事会の
開催

公社理事会の
開催回数

３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24 事業の清算

予
算
な
し

1
学校建設公社に
係る事務

法人登記と主
務官庁（県教
委）への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 ３回
法人登記と主
務官庁（県教
委）への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24 事業の清算

予
算
な
し

1
学校建設公社に
係る事務

事業資金の借
入のための金
融機関との調
整及び契約

金融機関との
契約回数

２回 ２回

1
学校建設公社に
係る事務

学校建設公社
の庶務事務

経営状況の議
会への報告

６月 ６月
学校建設公社
の庶務事務

経営状況の議
会への報告

６月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24 事業の清算

予
算
な
し

1
学校建設公社に
係る事務

公益法人制度
改正に向けた
取り組み

公益法人制度
改正に伴う組
織の方向性の
決定

３月 １月

2 総
学校建設公社の
組織整理に係る
事務

公社組織整理手続を完了
する

公社職
員

政
策

事務の進捗
状況

組織の整理 組織の整理
組織の整

理

整理手続きを順次進
めており、２４年度
中に手続きが完了す
る見込み。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

2

学校建設公社の
組織整理に係る
事務

公益法人制度
改正による組
織の整理事務

組織の整理
平成２４
年３月

平成２４
年３月

公益法人制度
改正による組
織の整理事務

組織の整理
平成２５
年３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2

学校建設公社の
組織整理に係る
事務

市として組織
整理の意志決
定

庁議に諮る時
期

平成２３
年１２月

平成２４
年１月

業
務
計
画

2

学校建設公社の
組織整理に係る
事務

組織整理の議
会報告

組織整理の議
会報告

平成２３
年１月

平成２４
年１月

組織整理の議
会報告

組織整理の議
会報告

平成２４
年８月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
教育委員会の運
営業務

教育行政の推進
教育委員会会議の開催

教育委
員・教
育委員
会職員

定
例
定
型

教育委員会
の開催回数

１３回 １３回 １３回 6,701 １４回
円滑に教育行政が推
進できている。 Ａ 6,861

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

3
教育委員会の運
営業務

教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１３回 １４回 6,192
教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１３回 6,192

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部について
再任用等の活用可

維
持

3
教育委員会の運
営業務

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等への
参加回数

３回 ３回 49

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等への
参加回数

３回 123

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

3
教育委員会の運
営業務

定例会会議録
作成委託契約

定例会会議録
作成委託契約

１回 １回
定例会会議録
作成委託契約
締結

定例会会議録
作成委託契約
締結

１回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

3
教育委員会の運
営業務

定例会会議録
作成

会議録の作成
件数

１３回 １２回 353
（定例会・臨
時会を統合）

3
教育委員会の運
営業務

臨時会・協議
会会議録作成

会議録の作成
件数

１３回 ２回 103
（定例会・臨
時会を統合）

3
教育委員会の運
営業務

定例会・臨時
会等会議録作
成

会議録の作成
件数

１３回 536

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

3
教育委員会の運
営業務

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 ４２回 4

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 10

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

4 総
教育委員会表彰
等の事務

教育委員会所管の学校及
び団体並びに個人の業績
を表彰する.

表彰対
象者
（市

民・各
種団

体・教

定
例
定
型

表彰式の開
催回数

１回 １回 １回 280 １回

教育の振興や発展に
貢献する人や、文
化・スポーツ活動で
優れた成績をおさめ
る人がいる。

Ａ 471 未 中 高 中
現状維

持
有り

減
ら
す

4
教育委員会表彰
等の事務

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時期

１１月 １１月

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時期

１１月 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

予
算
な
し

4
教育委員会表彰
等の事務

市教育委員会
表彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

年１回 年１回 280
市教育委員会
表彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

年１回 471 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

事務の一部で再任用
等の活用可

記念品単価の引き下
げ

減
ら
す

4
教育委員会表彰
等の事務

叙位・叙勲候
補者の選考会
議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

年２回 年２回
叙位・叙勲候
補者の選考会
議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

年２回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

予
算
な
し

5 総
労働安全衛生事
務に係わる事務

安全で衛生的な職場環境
維持

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

研修会講習
会の回数

1回 1回 １回 0 １回
安全で衛生的な職場
環境を維持してい
る。

Ａ 20 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

5
労働安全衛生事
務に係わる事務

職員研修の実
施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１１５人
１回

９２人
１回

0
職員研修の実
施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１２３人
１回

20 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

5
労働安全衛生事
務に係わる事務

安全衛生委員
会の開催

会議等の開催
回数
（年間）

４回 ３回
安全衛生委員
会の開催

会議等の開催
回数
（年間）

４回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

5
労働安全衛生事
務に係わる事務

学校・給食施
設の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 ９施設
学校・給食施
設の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

予
算
な
し

6 総
小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

職員数の抑制と事務の軽
減

臨時職
員・非
常勤職

員

定
例
定
型

嘱託員等の
適正な人員
配置

１４５人 １４７人 １４７人 103,954 １４１人
職員数の抑制ができ
ている。 Ａ 114,158

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １９人 １９人 11,400
学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １９人 11,400

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ８８人 ８４人 78,909

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ８８人 89,029

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３８人 ３８人 13,586

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３８人 13,646

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １９人 １９人 59
学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １９人 83

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４５人 １４１人

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４５人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

予
算
な
し

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の人
数

８８人 ８４人
非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の人
数

８８人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

6

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

１４７人 １４１人
労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

１４５人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

7 総
中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

職員数の抑制と事務の軽
減

臨時職
員・非
常勤職

員

定
例
定
型

嘱託員等の
適正な人員
配置

７８人 ７８人 ７８人 17,181 ７８人
職員数の抑制ができ
ている。 Ａ 17,196

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

7

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 １３人 7,800
学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 7,800

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

7

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人 ２６人 9,342

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人 9,337

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

7

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １３人 １３人 39
学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １３人 59

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

7

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人 ３９人

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

7

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 ３９人
労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

8 総
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

総務事務を行うこと。
教育委
員会

定
例
定
型

教育委員会
事務局の業
務日数

２４４日 ２４５日 ２４４日 1,879 ２４４日

教育委員会事務局と
小中学校が円滑に運
営できたものの、組
織としての信頼を損
ねかねない事態が発
生した。

Ｂ
教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

1,249 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４４日 ２４４日 32
教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４５日 80 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用等の活用可
交際費の削減

減
ら
す

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育要覧の編
さん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

６月 １２月
教育要覧の編
さん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

６月 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育行政資料
の収集

資料収集及び
整理対象数

５課３２
校

５課３２
校

教育行政資料
の収集

資料収集及び
整理対象数

５課３２
校

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育要覧の作
成

教育要覧の作
成部数

２００部 ２００部
教育要覧の作
成

教育要覧の作
成部数

２００部 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行日
数

２４３日 ２４４日 1,697
教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行日
数

２４５日 1,117 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

事業の一部で経費削
減が可能。
その一方で、学校バ
イクの更新が必要。

増
や
す

9

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

ファイリング
説明会

説明会の実施
回数（年間）

年1回 年1回 77
ファイリング
研修

研修会の実施
回数（年間）

年１回 105 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

県都市教育長
協議会の会議
への参加及び
庶務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 年４回 38

県都市教育長
協議会の会議
への参加及び
庶務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 44 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
非常勤嘱託職員の活
用

維
持

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
に関する事務
局事務(会長
市）

総会・臨時会
の開催回数

２回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
非常勤嘱託職員の活
用

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
の会長職に係
る会議に関す
る他市との連
絡調整事務(会

国・県関係機
関との調整

国・県下
１９市

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
非常勤嘱託職員の活
用

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
の会長職に係
る会議への参
加(会長職）

国・県関係機
関の会議への
参加

国・関東
地区・県
１７回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
非常勤嘱託職員の活
用

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 年４回

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

県下15市教育
委員会総務課
長会議への参
加及び資料作
成

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 年３回

県下15市教育
委員会総務課
長会議への参
加及び資料作
成

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務（幹事）

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 年３回 8

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務（副会長）

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 8 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公告
件数

１件 ６件

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公告
件数

１件 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

各種調査、地
方教育費調査
等の総括及び
作成

地方教育費調
査票の作成の
時期

５月・８
月

５月・８
月

各種調査、地
方教育費調査
等の総括及び
作成

地方教育費調
査票の作成の
時期

５月・８
月

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相談
回数

２４４日 ２４４日
教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相談
回数

２４５日 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

職員団体との
交渉

団体交渉数 ２４４日 ２４４日
職員団体との
交渉

団体交渉数 ２４５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

労務に関する
協議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４４日 ２４４日
労務に関する
協議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使用
申請日数

２４４日 ２４４日 27

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使用
申請日数

２４５日 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４４日 ２４４日
公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４５日 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

８課
３２校

８課
３２校

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

８課
３２校

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育財産の取
得、処分の申
出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

１回 ０回
教育財産の取
得、処分の申
出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

随時 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

8

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育施設及び
設備の災害時
の対処

教育設備整備 発生回数 ０回
教育施設及び
設備の災害時
の対処

教育設備整備 発生回数 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

9 総
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

市長部局とは別に人事管
理の事務を行うこと

教育委
員会職

員

定
例
定
型

教育委員会
事務局の業
務日数

２４４日 ２４５日 ２４４日 8,992 ２４４日
適切な人事管理事務
を行っている。 Ａ 16,345

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員会・
学校職員数

２２５人 ２０３人
職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員会・
学校職員数

２２５人

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員会・
学校職員数

２２５人 ２０３人

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員会・
学校職員数

２２５人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

懲戒、分限処
分

対象者数 適時 ３人
懲戒、分限処
分

対象者数 適時

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

公務、通勤災
害の手続き

公務災害手続
人数

２２５人 ２０３人
公務、通勤災
害の手続き

公務災害手続
人数

２２５人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

被服貸与の取
りまとめ

学校職員の被
服貸与人数

６０人 ６１人
被服貸与の取
りまとめ

学校職員の被
服貸与人数

６０人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

学校職員研修
研修会の実施
回数（年間）

年２回 年２回 612
教育施設業務
員研修

研修会の実施
回数（年間）

年２回 10

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

学校図書館嘱
託員研修

研修会の実施
回数（年間）

年３回 年２回 0
学校図書館嘱
託員研修

研修会の実施
回数（年間）

年３回 20

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４４日 ２４４日 0
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 1,550

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

小学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４４日 ２４４日 0

小学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 100

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

中学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４４日 ２４４日 0

中学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 14

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

職員の適正配
置

職員の適正配
置人数

２２５人 ２０３人
職員の適正配
置

職員の適正配
置人数

２２５人

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４４日 ２４４日
臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４５日

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

労務管理、労
災の対応

けが・事故等
の対応人数

８人 ６人 957
労務管理、労
災の対応

けが・事故等
の対応人数

８人 1,864

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

非常勤職員
（事務局職
員）の採用、
配置、任免、
給与支給

雇用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,769

非常勤職員
（事務局職
員）の採用、
配置、任免、
給与支給

雇用日数
（年間）

２４５日 1,769

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

非常勤嘱託職
員（教育施設
業務員）給与
支給

採用人数 ６人 ６人 5,160

非常勤嘱託職
員（教育施設
業務員）給与
支給

採用人数 ６人 8,625

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

9

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２人 ３人 495

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２人 2,288

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り
事務の一部で再任用
等の活用可

維
持

10 総
危機管理体制の
整備

学校内外で児童・生徒が
安全で安心して学校生活
が送れるよう委員会内の
安全施策の取りまとめを
行う。

教育委
員会

定
例
定
型

危機管理の
ための会議
の開催

３回 ２回 ２回 １回

調査研究は行ったも
のの施策のとりまと
めには至っていな
い。

Ｃ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

予
算
な
し

10
危機管理体制の
整備

各課の安全対
策について調
査研究し、整
備をすすめ
る。

安全対策のと
りまとめ

３月 ３月

各課の安全対
策について調
査研究し、整
備をすすめ
る。

ハンドブック
の作成

3月

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

11 総
学校備品等の廃
棄

不用品、文書の適正な処
理

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

処理量
２０，００
０ｋｇ

２０，１０
０ｋｇ

２０，００
０ｋｇ

3,052
３４，０
００ｋｇ

適切に事務を行い成
果が出ている。 Ａ 3,775 未 高 高 高

現状維
持

有り
減
ら
す

11
学校備品等の廃
棄

小・中学校備
品の廃棄

廃棄回数 年３回 ３回 2,028
小・中学校備
品の廃棄

廃棄回数 年３回 3,500 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

11
学校備品等の廃
棄

処理困難物の
廃棄

廃棄回数
年１回
（数年に
１回）

１回 929 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
減
ら
す

11
学校備品等の廃
棄

薬品の廃棄 廃棄回数
年１回
（３年毎
に実施）

175 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

11
学校備品等の廃
棄

学校文書の廃
棄

廃棄回数 年１回 年１回 95
学校文書の廃
棄

廃棄回数 年１回 100 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

12 総
小中学校共通消
耗品等の管理

共通消耗品等に要する予
算を効率的に執行するこ
と

小中学
校

定
例
定
型

支給点数(カ
ラー複写機
にあっては
使用枚数）

６２０（う
ち、４０
０）

２５０（う
ち、３０）

220 171
６３点

（１２０
枚）

削減目標の範囲にコ
ピー機の使用が抑制
できた。

Ａ 123 未 高 高 高 縮小 有り
減
ら
す
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実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

12
小中学校共通消
耗品等の管理

支給点数 220点 63点 支給点数 220点 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

12
小中学校共通消
耗品等の管理

学校用電子複
写機の管理

使用枚数 400枚 120枚 171
学校用電子複
写機の管理

使用枚数 30枚 123 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
減
ら
す

13 総

教育事務用パー
ソナルコン
ピュータ配備事
業

小学校教員のＩＴ環境を
整え、事務の効率化、省
力化を進める

小学校
教員

定
例
定
型

配備学校数 １９校 １９校 １９校 ０校
予算措置されなかっ
たため、導入でき
ず。

Ｃ 15,900

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

13

教育事務用パー
ソナルコン
ピュータ配備事
業

教育委員会内
部調整

調整会議 ３回 ２回
教育委員会内
部調整

調整会議 ３回 15,900

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24

学校教育指導課所管
の教育用パソコンと
連携した配備の検討

再任用等の活用可

増
や
す

14 総
汐見台小学校管
理事業

開校後、円滑に運営でき
るようにする

小学校
政
策

汐見台小学
校日数

３６６日 3,865 ３６６日
開校後、円滑に運営
できている。 Ａ №１５に統合

14
汐見台小学校管
理事業

汐見台小学校
の開校準備

対象校
小学校　
１校

小学校 　
１校

3,865

14
汐見台小学校管
理事業

小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校　
１校

小学校 　
１校

（決算額は№１５に
計上） №１５に統合

14
汐見台小学校管
理事業

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
小学校　
１校

小学校 　
１校

（決算額は№１５に
計上） №１５に統合

14
汐見台小学校管
理事業

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行
（備品修理）

対象校
小学校　　
１校

小学校 　
１校

（決算額は№１７に
計上） №１７に統合

14
汐見台小学校管
理事業

学校管理用備
品購入予算の
執行（再配
当）

対象校
小学校　　
１校

小学校 　
１校

（決算額は№１６に
計上） №１６に統合

14
汐見台小学校管
理事業

小学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
小学校　
１校

小学校　
１校

（決算額は№１９に
計上） №１９に統合

14
汐見台小学校管
理事業

総合的な学習
予算の執行

対象校
小学校　
１校

小学校　
１校

（決算額は№２０に
計上） №２０に統合

14
汐見台小学校管
理事業

創意工夫予算
の執行

実施校
小学校　
１校

小学校　
１校

（決算額は№２１に
計上） №２１に統合

15 総
小学校の運営・
維持のための事
務

市立小学校の運営維持 小学校
政
策

小学校の数

１８校（汐
見台小は別
に位置付
け）

１９校 １９校 248,841 １８校
小学校が円滑に運営
できている。 Ａ 271,980

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

15

小学校の運営・
維持のための事
務

小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

173,137
小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

195,346

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

15

小学校の運営・
維持のための事
務

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

74,770
小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

76,102

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15

小学校の運営・
維持のための事
務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（小学校）

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

933

学校文書の
ファイリング
システム維持
（小学校）

対象校
小学校　
１９校

532

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

16 総
小学校の備品等
の整備

学校図書館図書や傷みの
ひどい備品等を更新し、
教育環境を整える

小学校

定
例
定
型

整備学校数 １８校 １９校 １９校 83,420 １８校

傷みのひどい備品等
の更新を進めている
が、進捗のペースが
遅い。

Ａ 32,414

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す
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①
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の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

16
小学校の備品等
の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

63,453

小学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
小学校　
１９校

12,284

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
増
や
す

16
小学校の備品等
の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

4,362

小学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
小学校　
１９校

4,180

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

16
小学校の備品等
の整備

小学校の図書
室用図書の整
備

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

14,295
小学校の図書
室用図書の整
備

対象校
小学校　
１９校

14,350

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

16
小学校の備品等
の整備

理科教育設備
の整備

対象校
小学校　
９校

小学校　
９校

1,310
理科教育設備
の整備

対象校
小学校　
１０校

1,600

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

17 総
小学校の体育器
具、遊具等の点
検、修理業務

体育器具、遊具等が安全
に使用できるようにする
こと

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １８校 １９校 １９校 7,726 １８校
必要な点検・修理を
行い安全に使用でき
ている。

Ａ 8,671 未 高 高 高
現状維

持
有り

17

小学校の体育器
具、遊具等の点
検、修理業務

　
体育器具、遊
具等の点検、
修繕等

対象校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

7,726
体育器具、遊
具等の点検、
修繕等

対象校
小学校　
１９校

8,671 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

18 総
小学校の義務教
育教材の整備

有益で適切な教材を使用
し、授業の効果を高める
こと

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 26,724 １９校
必要な教材を調達
し、授業の効果を高
めている。

Ａ 22,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

18
小学校の義務教
育教材の整備

　
小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

26,724
小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校　
１９校

22,000

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

19 総
小学校の特別支
援学級の運営

特別に支援を要する児童
であってもその他の児童
とかかわりを持ちながら
学校生活を送ることがで
きるようにする

小学校

定
例
定
型

通学児童数 ８４人 ８４人 ８４人 4,593 ９４人

特別に支援を要する
生徒であっても、円
滑に学校生活が送れ
ている。

Ａ 5,840 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

19
小学校の特別支
援学級の運営

　
小学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
小学校　
６校

小学校　
６校

4,593
小学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
小学校　
６校

5,840 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
増
や
す

20 総
小学校の総合的
な学習の時間に
関すること

・地域や学校、子どもた
ちの実態に応じて学校が
特色ある教育活動を行う
こと
・国際理解、情報、環境
など以前からの教科をま

小学校

定
例
定
型

学校数 １９校 １９校 １９校 5,333 １９校
各学校とも特色ある
教育活動を行ってい
る。

Ａ 5,422 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

20

小学校の総合的
な学習の時間に
関すること

　
総合的な学習
予算の執行

整備校
小学校　
１８校

小学校　
１８校

5,333
総合的な学習
予算の執行

整備校
小学校　
１９校

5,422 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

21 総
小学校の創意工
夫教育支援事業

地域の特性や環境に応じ
て教育活動に取り組むこ
と

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 3,187 １８校

各学校とも地域の特
性や環境に応じた教
育活動に取り組んで
いる。

Ａ 3,442 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

21
小学校の創意工
夫教育支援事業

創意工夫予算
の執行

実施校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

3,187
創意工夫予算
の執行

実施校
小学校　
１９校

3,442 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

22 総
教育委員会予算
決算事務

教育委員会内予算・決算
の総合調整

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

調査等回数 ２回 ２回 ２回 ２回

必要な時期に必要な
調整を行い、円滑な
事務が遂行できてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予
算
な
し

22
教育委員会予算
決算事務

予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回数 年２回 ２回
予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回数 年２回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

22
教育委員会予算
決算事務

地方教育費調
査

調査票の作成 年１回 １回
地方教育費調
査

調査票の作成 年１回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可

予
算
な
し

23 総
中学校の運営・
維持のための事
務

市立中学校の運営維持 中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 143,213 １３校
中学校が円滑に運営
できている。 Ａ 157,578

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

23

中学校の運営・
維持のための事
務

中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

88,344
中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

102,232

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

23

中学校の運営・
維持のための事
務

中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

54,308
中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

54,922

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

23

中学校の運営・
維持のための事
務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（中学校）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

561

学校文書の
ファイリング
システム維持
（中学校）

対象校
中学校　
１３校

424

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

24 総
中学校の備品等
の整備

学校図書館図書や傷みの
ひどい備品等を更新し、
教育環境を整える

中学校

定
例
定
型

整備学校数 １３校 １３校 １３校 23,388 １３校

傷みのひどい備品等
の更新を進めている
が、進捗のペースが
遅い。

Ａ 22,281

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

24
中学校の備品等
の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,580

中学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
中学校　
１３校

6,275

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
増
や
す

24
中学校の備品等
の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

6,913

中学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
中学校　
１３校

7,150

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

24
中学校の備品等
の整備

中学校の図書
室用図書の整
備

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,736
中学校の図書
室用図書の整
備

対象校
中学校　
１３校

7,740

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

24
中学校の備品等
の整備

理科教育設備
の整備

対象校
中学校　
７校

中学校　
７校

1,159
理科教育設備
の整備

対象校
中学校　
６校

1,116

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

25 総
中学校の体育器
具等の点検、修
理業務

体育器具等が安全に使用
できるようにすること

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 7,450 １３校
必要な点検・修理を
行い安全に使用でき
ている。

Ａ 7,476 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

25

中学校の体育器
具等の点検、修
理業務

　
体育器具等の
点検、修繕

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,450
体育器具等の
点検、修繕

対象校
中学校　
１３校

7,476 可
必
要

済
不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

26 総
中学校の義務教
育教材整備

有益で適切な教材を使用
し、授業の効果を高める
こと

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 21,036 １３校
必要な教材を調達
し、授業の効果を高
めている。

Ａ 21,050

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

26
中学校の義務教
育教材整備

　
中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

21,036
中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校　
１３校

21,050

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
維
持

27 総
中学校の特別支
援学級の運営

特別に支援を要する生徒
であってもその他の生徒
とかかわりを持ちながら
学校生活を送ることがで
きるようにする

中学校

定
例
定
型

通学生徒数 ５０人 ５０人 ５０人 4,838 ５８人

特別に支援を要する
生徒であっても、円
滑に学校生活が送れ
ている。

Ａ 2,980 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

27
中学校の特別支
援学級の運営

　
中学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
中学校　
３校

中学校　
３校

4,838
中学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
中学校　
５校

2,980 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 再任用等の活用可
増
や
す

28 総
中学校の総合的
な学習の時間に
関すること

・地域や学校、子どもた
ちの実態に応じて学校が
特色ある教育活動を行う
こと
・国際理解、情報、環境
など以前からの教科をま

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 3,927 １３校
各学校とも特色ある
教育活動を行ってい
る。

Ａ 3,945 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

28

中学校の総合的
な学習の時間に
関すること

　
中学校の総合
的な学習予算
の執行

整備校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

3,927
中学校の総合
的な学習予算
の執行

整備校
中学校　
１３校

3,945 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

29 総
中学校の創意工
夫教育支援事業

地域の特性や環境に応じ
て教育活動に取り組むこ
と

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 2,039 １３校

各学校とも地域の特
性や環境に応じた教
育活動に取り組んで
いる。

Ａ 2,305 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

29
中学校の創意工
夫教育支援事業

　
中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

2,039
中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校　
１３校

2,305 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 786,790 786,790 743,482 743,482

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 円滑に教育行政を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を部、課と
して迅速に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

適切かつ円滑な事務
執行ができている。 Ａ

888
災害応急対策活
動

部の災害対策
活動の総括に
関すこと。

図上訓練及び
マニュアルの
検証及び見直
しの時期

９月及び
３月

９月及び
３月

部の災害対策
活動の総括に
関すこと。

図上訓練及び
マニュアルの
検証及び見直
しの時期

９月及び
３月

888
災害応急対策活
動

部内の連絡調
整及び庶務に
関すこと。
（災害等発生
時）

気象その他災
害に関する情
報を部内の該
当各班を招集
し連絡をす
る

１６１人 ０人

部内の連絡調
整及び庶務に
関すこと。
（災害等発生
時）

気象その他災
害に関する情
報を部内の該
当各班を招集
し連絡をす
る

随時

888
災害応急対策活
動

学校教育関係
施設の被害状
況調査のとり
まとめ及び被
害状況の把握
に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
の実施

小学校１
９校
中学校１
３校

０校

学校教育関係
施設の被害状
況調査のとり
まとめ及び被
害状況の把握
に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
の実施

随時

888
災害応急対策活
動

防災拠点施設
として学校の
使用並びに避
難所の開設及
び運営の協力
に関するこ
と。（災害等
発生時）

応急対策に必
要な職員を配
備（教育部職
員）

１６１人 ０人

防災拠点施設
として学校の
使用並びに避
難所の開設及
び運営の協力
に関するこ
と。（災害等
発生時）

応急対策に必
要な職員を配
備（教育部職
員）

随時

888
災害応急対策活
動

茅ヶ崎市内
小・中学校、
高校等の被害
状況の情報収
集及び情報提
供に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
と各施設への
情報伝達

小学校１
９校／中
学校１３
校、他７
校

０校

茅ヶ崎市内
小・中学校、
高校等の被害
状況の情報収
集及び情報提
供に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
と各施設への
情報伝達

随時

888
災害応急対策活
動

本部との連絡
調整に関する
こと。（災害
等発生時）

復旧計画策定
会議への参加

災害等発
生
０回

０回

本部との連絡
調整に関する
こと。（災害
等発生時）

復旧計画策定
会議への参加

随時

888 総 庁内共通事務
適切かつ円滑な事務
執行ができている。 Ａ

999 総 部内調整事務
適切かつ円滑な事務
執行ができている。 Ａ


